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市民にとって使いやすい乗合交通の確保を目指した計画です。 

乗合交通※整備計画は、平成 13 年度に策定した「茅ヶ崎市総合交通プラン」を踏まえた、乗合交通に関す

る個別計画です。平成32年を目標年次とし、市民にとって使いやすい乗合交通を確保するための、市民や事

業者、行政の役割分担のあり方、整備の基本的な考え方と目標、個別施策を示しています。 

※乗合交通：利用者を限定せず、一度に複数の利用者を輸送する交通 

 

       

 

平成 14年度に検討した市民提案を基本としています。 

○ＪＲ東海道本線の北側地域は、乗合交通を利用しにくい、またはできない地域が多いため、このような地域

の解消を最優先課題としています。その際、駅や病院などの公共施設との行き来がしやすくなるよう、特に

東西方向の連絡を図ることを目標としています。 

○ＪＲ東海道本線の南側地域は、高齢化率※が高いにも関わらずバスの運行本数が少ない地域があるため、運

行本数の見直し、市立病院との行き来の確保を最優先課題としています。 

※高齢化率：65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合 

 

路線を幹線と支線に分け、両者が一体となって市全体の利便性向上を図ります。 

将来路線網を、「幹線」と「支線」とに大きく分類し、運行本数等にメリハリをつけた路線網を構築します。
幹線と支線が一体となって市全体の乗合交通の利便性を向上させます。 

幹線とは・・・ 

○現在のバス路線は、市民の移動を支える基軸となる路線と考え、全てを幹線と位置付けます（ただし、道

路の新設や改良によって、将来的に路線の一部を改変することは想定します）。 

○通勤通学時間帯は10分間隔、日中は20分間隔の運行を目指します。 

支線とは・・・ 
○幹線の機能を一部補完し、幹線と一体となって市全体の乗合交通の利便性を向上させることを目的に、必
要な地区に新たに運行する路線です。 
○幹線ではカバーしきれていない地区や需要（交通空白地区の解消、市立病院等の重要公共施設や最寄り交
通拠点への連絡の強化、中心部の回遊性向上など）に対応します。 

○運行頻度は30分間隔の運行を基本としますが、導入する地域の人口や高齢化の状況、道路整備状況等か
ら、運行頻度や車両等については路線毎に個別に設定します。 

→目標とするバス路線網（案）は2頁をご覧下さい 

行政と事業者は、乗合交通の利便性向上に向けた取組みを実施していきます。市民

にも、これまで以上に積極的な利用、関わりが求められます。 

【乗合交通整備の目標（目指す姿）】 

市民は・・・ 

これまで以上に乗合交通に対して積極的に関わり、主体的な行動を実施する。 

行政と事業者は・・・ 

① 幹線では利便性の高い運行頻度を確保する。 

② 支線となる新しい路線を運行する。 

③ バス運行の定時性を確保する。 

④ 人と環境に配慮した茅ヶ崎の顔となる玄関口、市民が集う空間を確保する。 
⑤ 乗合交通を快適に利用できる環境を整備する。 

→目標ごとの個別施策と、導入にあたっての考え方は３頁をご覧下さい 

 

市民、行政、事業者がそれぞれの役割を果たすことを基本とします。 

市民は・・・ 

自らが主体的に行動する必要性を自覚し、自分の生活スタイルや交通行動を見直して、乗合交通を積極

的に利用し、運営を支援していくことが望まれます。 

乗合交通に関心を持つとともに、交通に関わる市民組織（例えば市民交通会議など）を市民主体で組織

し、計画の進捗状況を監視したり、行政や事業者に提案をするなど、積極的な関わりを持つことが望ま

れます。 

行政は・・・ 

乗合交通網の整備、維持、運営に対して積極的

に関与します。 

職員の通勤時等における乗合交通の積極的な利

用などの率先行動、利用促進に向けた行政内で

の仕組みづくりを行います。 

交通管理者（警察）や道路管理者、その他関係団

体等は、施策の推進に向けて積極的に連携・調整

を図ります。 

事業者は・・・ 

社会基盤の一翼を担う社会的な責任や誇りを認

識し、市民、行政との緊密な連携を図ることが

望まれます。 

経費節減や必要な情報の開示、利用者への接遇

マナーの向上など、利用促進のための自主的・

積極的な取り組みを行うことが望まれます。 
 

 

計画は、検証や見直しを行いながら着実に進めていきます。 

○目標年次である平成32年までの期間を、短期（概ね５年：H16～20）、長期（５年後以降：H21～32）

に区分します。 

○短期では、「乗合交通の利便性を向上し、市民の利用や関心を高める」ことを目標に、現在の基盤整備や導

入可能な仕組みなどを最大限活用し、交通管理者（警察）と道路管理者の連携のもとで、交通規制や交差点

改良を行いながら、出来るところから着実に整備を図ります。 

○短期で実施する施策の効果を社会実験※等で確認するとともに、市民ニーズや社会情勢、財政状況等の変化

に配慮し、検証や見直しを行いながら、乗合交通のさらなる利便性向上を図っていくこととします。 

※社会実験：社会的に大きな影響を与える可能性のある施策の導入に先立ち、場所や期間を限定して施策

を試行・評価するもの。その結果をもとに、関係者や地域住民が、施策の意義や必要性を考え、本格的

に施策を導入するか否かの判断を行うことが出来る。 

茅ヶ崎市乗合交通整備計画（概要版） 
平成17年７月 茅ヶ崎市

茅ヶ崎中央通りを 
走行するバス 

コミュニティバス 
えぼし号 

乗合タクシーの事例 
（東京都葛飾区） 
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【目標とするバス路線網】 

幹線：現在のバス路線を基本とした路線。通勤通学時間帯は 10 分間隔、日中は

20分間隔の運行を目指す。 

支線：幹線の機能を一部補完する新たな路線で、交通空白地区を解消し市立病院

等の重要公共施設や最寄り交通拠点への連絡の強化、中心部の回遊性向上

を図る路線。30分間隔の運行を基本とする。 

（注）図中の路線は現在の道路条件を勘案して設定したものである。幹線と支線、支
線相互が重複する区間については、必要に応じて社会実験を行い、今後の道路整備
の進捗状況も考慮しながら、限られた財源を有効に活用することに配慮して、適宜見
直しを行っていくことを基本とする。 
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行政と事業者は、路線の特性や状況に応じて必要な役割分担を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標ごとの個別施策と、導入にあたっての考え方は次の通りです。 

目標：① 幹線では利便性の高い運行頻度を確保する 

【目標実現に向けた考え方】 

 現在のバス路線は全てを幹線と位置付けます。 

 通勤通学時間帯は 10分間隔、日中は 20分

間隔の運行頻度を目指します。 

 路線を、協働路線※1と生活路線※2に分類し、

行政と事業者がそれぞれの役割分担のもとで

必要なサービス水準を確保します。 

【導入にあたっての考え方】 

 幹線と支線を導入する事による効果を効率的

に発揮するため、幹線は、支線の導入スケ

ジュールに歩調を合わせ、必要な路線から順

次導入を図っていくこととします。具体的に

は、支線と交差して駅等へ連絡する幹線から、

優先的に対応していくこととします。 

 

目標：② 支線となる新しい路線を運行する 

【目標実現に向けた考え方】 

 支線は、幹線ではカバーしきれていない地区や需要に対応します。 

 運行頻度は 30分間隔を基本としますが、地域の状況を勘案して路線毎に決

定することとします。 

 導入する車両の種類やサイズは、運行する路線の道路幅員や需要によって決

定します。 

 当面は、導入する路線全てを生活路線※2として認識し、行政と事業者がそれ

ぞれの役割分担のもとで運行します。 

 導入が望まれる地区・路線を多面的な視点から評価し、順次導入を図ります。 

【導入にあたっての考え方】 

 各路線を、需要面や地域バランス等から評価・判断し、順次導入を図ります。 

 路線（ルート）等に関して複数の代替案が想定される場合は、事前に各代替

案の内容を比較・検討するとともに、社会実験の実施の必要性や具体的な内

容、実験によって評価すべき内容・項目等について協議を行うこととします。 

 

目標：③ バス運行の定時性を確保する 
目標：④ 人と環境に配慮した茅ヶ崎の顔となる玄関口、市民が集う空間を確保する 

【目標実現に向けた考え方】 

 幹線、支線の運行を行った場合でも、バスの定時性を確保できるよう、駅周辺でのバス処理能力の向上

など必要な施策や基盤整備を実施します。 

 茅ヶ崎の顔となる玄関口、市民が集う空間の形成に向け、市民や関係団体等と協議を行い、必要な施策

を実施します。 

【導入にあたっての考え方】 

 当面は現在の社会基盤（交通施設等）を最大限活用しながら対応します。 

 乗合交通に対する市民の関心の高まり、利用促進の状況を見ながら、市民や関係機関と連携し、幹線、

支線の運行に伴うバス処理能力に向けた方策について議論します。 

 

目標：⑤ 乗合交通を快適に利用できる環境を整備する。 

【目標実現に向けた考え方】 

 市民が乗合交通を快適に利用できるよう、バス停やバス車両の利用環境の向

上、利用しやすい運賃体系を構築します。 

【導入にあたっての考え方】 

 幹線と支線を乗り継ぐ際に重要なポイントとなるバス停から優先的に整備を

図ります。 

 生活路線※2では、福祉・環境対応型車両を基本に考える。協働路線※1や営業

路線※3については、事業者に対して福祉・環境対応型車両の導入を行政から

要望します。 

 幹線と支線の乗り継ぎ利便性を向上させるため、割引制などの導入など運賃

精算の方法について、行政と事業者で協議を行い、必要な箇所や路線から順

次導入を図っていきます。 

 

コミュニティバス

えぼし号

乗合タクシーの事例

（東京都葛飾区）

使いやすいバス停の事例 
（群馬県前橋市）

福祉対応型車両の事例

（独・ミュンヘン市）

優先的に導入す

る支線（仮） 

交差して駅等へ

連絡する幹線か

ら優先的に対応 

【幹線・支線の導入イメージ】 

地域交通、バスサービスのあり方（路線網・運行本数・運賃など）を行政が主体となって決定します

※1 協働路線 

○行政が計画したバスサービスのあ

り方を最低ラインとして、事業者

がバスサービスを決定して、運

営・運行する路線。 

○依頼する事業者に対しては、停留

所の改良や駅前広場や公共スペー

スの優先利用など、運行に係わる

様々な特典（インセンティブ）を

付与します。 

※運行に係わる直接的な経費につい

ては行政が負担をしません。 

※2 生活路線 

○路線に対する市民の意識や利用意

向、および運行経費削減に向けた

事業者による取り組みを考慮した

上で、計画したバスサービス水準

を達成するため、行政と事業者が

応分の負担で運営する路線。 

○行政は、最も効率的に質の高い

サービスを提供可能と考えられる

事業者を選定し、役割分担を行い

ます。 

※行政側の負担をできるだけ軽減す

るよう、利用促進を図ります。 

※3 営業路線 

○事業者が営業的視

点から自主的に

サービス内容を決

定して運行する路

線。 

※事業者は、行政が

計画するバスサー

ビスのあり方を参

考にする程度。 
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目標の実現に向けて、以下のような取り組みが重要です。 

市民の積極的な利用、関心の高まりが基本です。 

 計画の実現には、市民自らが、自分の生活スタイルや交通行動を見直すこと、乗合交通を積極的に利用

し、運営を支援していくことが基本です。 

 行政職員も、乗合交通の積極的な利用などの率先行動、利用促進に向けた行政内での仕組みづくりを行

います。 

実際に現地で試行（社会実験）をし、効果

を検証しながら進めます。 

 本計画の実施による影響や効果の検証、市民

や関係機関への周知、理解、合意形成のため、

実際に現地で試行（社会実験）を行いながら

推進します。 

計画は必要に応じて柔軟に見直します。 

 新たな市民ニーズや社会情勢の変化など計画をめぐる状況の変化や、社会実験の結果等から得られた新

たな情報に基づき、必要に応じて柔軟に見直しをかけながら、それらを連続的に繰り返しながら計画を

進めていきます。 

 行政は、乗合交通をはじめとした交通政策に関わる専門チーム等の体制を構築し、この考え方に沿った、

計画の着実な進行管理を行うこととします。 

 

 

（参考－1）茅ヶ崎市総合交通プランに示された乗合交通のあり方 

総合交通プランの取組課題、計画目標、施策方針 

【取組課題】 

渋滞の緩和・交通事故の減少、高齢社会への対応、環境負荷の低減 

【計画目標】 

人を優先にすること・車の利用を減らすこと（車の時と場合による使い分け）  

【施策方針】 

歩くことが安全・快適で、バスや自転車が利用しやすいまちを目指す 
 

 

市が目指す乗合交通のあり方 

○バス及びタクシーは、市が目指す交通体系の中で優先的に考慮すべき公

共交通機関として位置付ける。 

○既存のバスやタクシーの機能やサービスを充実することを基本に、その機能やサービスあるいは徒歩や自

転車の機能を補完するコミュニティバスや乗合タクシーなどを含めて、より機能的な乗合交通網を整備する。 
 

 

（参考－2）検討体制とこれまでの検討経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【検討体制】 

 

H14.10 
～H16.3 

乗合交通市民検討会の開催 
自治会、関係団体代表、元総合交通プラン委
員から構成 地区別課題の把握、乗合交通に
対する市民の考え方のとりまとめ。 
H14、15年度に 10回開催 

H15.8 
～H16.3 

乗合交通整備計画策定委員会の開催 
市民、学識経験者及び庁内関係部課から構成
市民要望を具体化する技術的検討、乗合交通
整備計画中間報告の作成。 
H15年度に7回開催 

H15.9 
～H16.3 

乗合交通整備計画ニュースの発行 
H15年度内に６号発行 

H16.9 
～H17.2 

乗合交通整備計画策定委員会の開催 
市民、学識経験者、監督官庁、交通管理者、
事業者等から構成 中間報告を技術面、制度
面、事業運用面から精査、深度化し、整備計
画として位置付けるための検討。 
「整備計画中間答申」を作成し、市長へ答申。
H17年 2月 28日までに5回開催 

H16.9 
～H17.2 

乗合交通市民会議の開催 
自治会、関係団体代表、元総合交通プラン委
員から構成 乗合交通について継続的に考
える体制づくりを実現するための検討。
H17年 2月 28日までに5回開催 

H17.3 庁議等における協議・調整 

H17.4 パブリックコメントの実施 

H17.6 乗合交通市民会議の開催 

 乗合交通整備計画策定委員会の開催 
「整備計画最終答申」を作成し、市長へ答申。

 庁議等における協議・調整 

H17.７ 整備計画の決定・公表 

 

【検討経過】 

 
【主な検討・活動内容】 
○地区別課題の把握・整理 
○解決すべき課題のとりまとめ 
○検討内容への市民意見とりまとめ 
○バスサービス水準のチェック方法 
○計画内容の市民への周知 など 
【メンバー】 
自治会代表、関係団体代表、元総合交通プラ
ン委員 

 

【主な検討内容】 
○市民意見を基本に乗合交通整備の整備
方針、整備計画等の検討 
○技術面、制度面、事業運用面から計画
内容を精査、深度化 

【メンバー】 
学識経験者、市民検討会（市民会議）代表、
道路管理者、交通管理者（警察）、交通事業
者（バス・タクシー事業者）、市関係職員

市民検討会(H14、15)、市民会議(H16) 

策定委員会(H15、16)

協
議 

平成14年度 
▼市民検討会が主体となり検討 
▼乗合交通に対する市民の考え方
（市民提案）のとりまとめ 

平成 15年度 
▼市民検討会と策定委員会で検討 
▼市民提案を具体化する技術的検討
を実施し、乗合交通整備計画中間
報告を作成。 

平成 16年度 
▼市民会議と策定委員会で検討 
▼中間報告を技術面、制度面、事業
運用面から精査、深度化し、整備
計画として位置付けるための検
討。 

茅ヶ崎市総合交通プラン

策定年次：H12～13

市民提案(H14) 

社会実験のイメージ 


